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6.参考資料 住宅・土地税制(国土交通法資料から抜粋) 
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7.空き家の流通促進（国土交通省資料） 

 

8.空き家所有者情報の外部提供に関するガイドライン（国土交通省資料） 
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9.郵便事業分野における個人情報保護に関するガイドラインの解説（R020301 版抜粋） 
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10 所有者が亡くなった後の主な手続き 
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10. 空き家所有者・管理者および法定相続人の特定 
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12.財産管理制度の概要（国土交通省資料） 
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13.財産管理事件の手続きの流れ（国土交通省資料） 
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14.法定相続情報証明制度(法務省資料) 
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15.民法(相続法)の改正(法務省資料) 

 
 

16.住宅業界に関連する民法改正の主要ポイント(国土交通省資料) 

 
  

1.配偶者居住権の新設 

2.婚姻期間が 20 年以上の夫婦間にお

ける居住用不動産の贈与等に関する優

遇措置 

3.預貯金の払戻し制度の創設 

4.自筆証書遺言の方式緩和 

5.法務局における自筆証書遺言の保管

制度の創設 

6.遺言の活用 

7.遺留分制度の見直し 

1.瑕疵から契約不適合へ 

2.損害賠償請求 

3.契約解除 

4.請負人の報酬請求 

5.請負人の担保責任 

6.債権の消滅時効 

7.不法行為の消滅時効 

8.改正民法の施行日前後に関連した事

項 

9.「民法の一部を改正する法律の施行

に伴う関連法律の整備等に関する法律」

による関係法律の改正 

10.その他情報 



 

75 

17.成年後見人制度の概要(出典:法務省) 

 

18.参考資料 空き家活用のための様々な手法 

 

 

 

 

一部のみ掲載してい

ます。他にも、リバ

ースモゲージやリー

スバックなど、民間

金融機関や不動産事

業社、社会福祉協議

会が運営する金融商

品・サービスなどが

あります。 

中古住宅の住宅性

能表示制度 

高齢者向け住宅改造施

工業者登録制度 

住宅リフォーム瑕疵

担保責任保険 
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19.農地付き空き家(国土交通省資料) 
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20.財政上の措置（国土交通省資料） 

 

 

除却＆活用 除却後の跡地若しくは増改築等の後の建築物が 

地域活性化のための計画的利用に供されるもの 
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21.住宅セーフティネット制度（国土交通省資料） 
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22.住宅市場を活用した空き家対策モデル事業（国土交通省資料） 

 

 

23.ランドバンク（国土交通省資料） 
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24.省エネ性能住宅の推進 

 

25.大磯町中小企業向けの各種支援制度 

・生産性向上特別措置法に基づく先端設備等導入計画 

・大磯町創業者支援利子補給金交付制度 

・中小企業金融対策融資・資金利子補給 

・中小企業退職金共済制度奨励補助金 

・中小企業信用保証料補助金 

・セーフティネット保証 

・大磯町小規模事業者販路開拓支援補助金 

 

26.住宅の耐震診断等補助制度 

主な対象 昭和 56 年以前に建てられた木造住宅 

耐震診断の 

費用 

１５０㎡以下 90,000＋消費税 

150 ㎡超～200 ㎡以下 100,000＋消費税 

200 ㎡超 要相談 

 

補助内容 

耐震診断 上記耐震診断費用のうち 70,000 円を補助 

ただし、緊急輸送路沿い、非課税世帯は別途 

耐震補強設計 

税抜き費用の 1/2 

上限 100,000 円 

工事監理 上限  50,000 円 

耐震補強工事 上限 500,000 円 

 



 

 

大磯町空家等対策計画 
 

令和 3 年*月 

 
大磯町都市建設部都市計画課 
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☎ 0463-61-4100(内線 242) 
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